12月20日　民調等の見直し検討で人事院と交渉-公務員連絡会

冒頭、根本審議官が「民調の見直しについて、正式な議論はまだ先になるが、皆さんと非公式の議論を進めていきたい」と述べた後、合田給与第一課長が、見直しに向けた問題意識や検討事項等について、以下のように説明した。

(1) ９月30日の勧告時の報告で、官民給与の比較について、民調を見直す必要があれば見直すこととし、具体的には調査対象となる産業の拡大、職種(役職)の定義、官民比較における対応関係の見直し等について検討を行うこととしている。

(2) 産業の拡大については、現在、同種同等の比較を行っている中で行政職(一)に対応する事務・技術関係職種のデータが多くはとれない産業は外しているが、日本の産業構造においてサービス業のウエイトが高まっている中、調査対象として加えられる業種があるのではないかという問題意識を持っている。 

調査対象とする産業を拡大することにより、比較対象としている事務・技術職種のデータがどれだけ取れるか確認しながら作業を進めていきたいと考えている。

(3) 職種の定義の関係については、かつてはなかった職種が民間に出てきて、その中に事務・技術の職種があるのではないかという問題意識を持っている。現在対象外としている職種においてはあまり余地がないと思っているが、見直す必要があれば見直すということで検討の対象としている。 

また、平成18年の見直しで「部長」を賃構に合わせて「３課以上又は構成員30人以上の部の長」から「２課以上又は構成員20人以上の部の長」にするなど、役職の定義について見直せるところはすでに見直していると認識している一方、賃構と異なっている残された部分についてどのように見直していくかが課題であると考えている。

(4) 官民比較における対応関係をどうするかも検討課題と認識しているが、具体的な検討はこれからと思っている。

　これに対し大塚副事務局長は、「国家公務員制度改革関連四法案が国会に提出され、また公的年金制度の一元化に関わり、人事院が行っている民間の企業年金、退職金調査の方法が問題にされ、それが民調にも及びかねないといった状況を踏まえると、今見直しを行う必要があるのかどうか、甚だ疑問だ」と、人事院がいま民調見直しに向けた検討を始めることに対する疑問を表明した。その一方で、「本年は政府が人事院勧告を実施しないという対応を取ったが、地方公務員については人事委員会勧告に基づく措置が取られた。来年に向けて民調等を見直した上で、人事院と各地方人事委員会が調査を行い、勧告を行うということになると、国は別としても、地方公務員に大きく影響することになる。そうした立場で、十分に議論させてもらいたい」として、以下のように質した。

(1) 民調の見直しに当たっての具体的な検討事項について、報告で「産業の拡大、職種(役職)の定義や官民比較における対応関係の見直し等」としているが、「等」について具体的にイメージしていることはあるのか。

(2) 報告の時点では、産業の拡大について、人材派遣業や宿泊業がターゲットとなるということ、対象職種については、駅助役や秘書について考えていると聞いているがそういう理解でよいか。

(3) 今回の民調見直しのスケジュール観を教えていただきたい。

　これに対し合田課長は以下の通り回答した。

(1) 「等」については、人勧に向けて調査を行い、官民給与を比較するプロセスの中で見直さなければいけない事項が出てくれば検討したいということであり、現時点で具体的なものがあるわけではない。

(2) 宿泊業の中に「事務・技術」職種のデータをとれるところがあるのではないかという意識はある。昔はなかった人材派遣業も考えられる。またコンサルタント会社やエンジニアリング会社などもあり得るのではないか。 

対象職種については、現在、駅においては駅長しかデータをとっていない。また秘書については、純粋にいるのかどうか、いるとしても役員秘書くらいしかいないと思うが、現在対象外となっていて対象となりそうな職種は、これら駅の助役や秘書以外にはないのではないかとの認識をもっている。

(3) 民調等見直しのスケジュール観について、例年、その年の民調の実施内容については、調査票の設計にも関わるので、院内での意思決定を３月20日ごろ行っており、賃構に合わせて「係長」の部下要件を外すなど役職定義の見直しを行うとすれば、それまでに固めないといけない。 

官民比較における対応関係の見直しについては、来年の人勧作業の中で検討していくことになる。

調査対象産業の拡大については、来年３月の時点で調査対象となる事業所の母集団を確定していなければならず、現段階でどの産業を対象とするか決まっていなければ、来年の民調には間に合わない。しかし、現段階ではこれまで調査対象としてこなかった産業の資料はないので、まずはサンプル調査を実施する、あるいは来年の民調の中で状況を把握し、来年の報告で言及した上で再来年の実施に向けて作業していくということになるのではないか。

　以上の議論を踏まえ、最後に大塚副事務局長が「冒頭述べた通り、今この時点で検討を始めることには疑問があり、難しい問題を引き起こさないよう、民調等の見直し検討については慎重にすすめていただきたい。また、今後も人事院の検討状況に応じて、機会を設けて十分な議論をお願いしたい」と要請し、交渉を締めくくった。

以上
